
（平成２４年２月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 2214 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53年４月から 55年３月までの付加保険料

については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生  

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年７月から 52年５月まで 

② 昭和 53年４月から 55年３月まで 

私は、国民年金の加入手続を行った際に、役場の職員から付加年金にも加

入するよう勧められたので、一緒に付加年金の加入手続も行った。 

付加年金については、国民年金の被保険者となった時から加入し、途中で

脱退したことや保険料を遅れて納付した記憶はなく、申立期間については付

加保険料を納付していたはずであり、納付記録の訂正を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人は、付加年金加入後に途中で付加年金をやめ

たことはないとしているところ、申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）及

びＡ町における国民年金被保険者名簿において、付加年金を脱退し、再加入

した記録は無い。 

また、申立人の特殊台帳及びＡ町における国民年金被保険者名簿では、申

立期間②前後の付加保険料が同町で納付されている上、当該期間の定額保険

料が納期限内に納付されており、当該期間当時の申立人の生活状況に特段の

変化は無かったと考えられることから、申立人は、当該期間の定額保険料と

一緒に付加保険料についても納付したものと考えるのが自然である。 

２ 申立期間①について、申立人は、国民年金の加入手続を行った際、一緒に

付加年金の加入手続も行ったとしているところ、申立人が昭和 51 年７月１

日付けで国民年金に任意加入したことが申立人の年金手帳及びＢ町におけ

る申立人の国民年金被保険者名簿等で確認できるものの、申立人の特殊台帳

には、52年６月に付加年金に加入したことが記録されている。 



また、申立人は、自分が付加年金に加入した時、申立人の義母は既に付加

年金に加入していたと述べているところ、その義母が付加年金に加入したの

は、申立人が国民年金に加入した後の昭和 51年 10月であり、申立人の申立

内容と一致しないことから、申立人が同年７月に国民年金加入と同時に付加

年金に加入し、申立期間①の付加保険料を納付したものとは認め難い。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和53年４月から55年３月までの付加保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



北海道国民年金 事案 2215 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41年１月から同年３月までの期間及び 45

年６月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

        住    所  ：  

 

    ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間  ：  ① 昭和 39年 11月から 41年３月まで 

② 昭和 45年６月 

私は昭和 39年 11月に会社を退職後、国民年金に加入し国民年金保険料を

まとめて納付していたので、申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の国民年金保険料を全て納付

し、申請免除期間 144か月の保険料を追納するなど、申立人の保険料に係る

納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、同手帳記号番号払出

簿により、昭和 41 年７月頃、夫婦連番で強制加入被保険者として払い出さ

れていることが確認できる上、申立人及びその夫は、共に 51 年 10 月から

53 年３月までの国民年金保険料を免除申請し、同期間の保険料を追納する

など、国民年金に係る手続を一緒に行っていたものと推認できる。 

２ 申立期間①について、Ａ県では、国民年金保険料の未納者に対し、納付督

励のため戸別徴収又は納付書配布を行っていたとしていることから、昭和

43 年３月にＡ県へ転入した申立人及びその夫は、当該期間の保険料が未納

となっていたため納付督励されたものと推認でき、申立期間①のうち、41

年１月から同年３月まで、申立人の夫の保険料は納付済みになっていること

を踏まえれば、同期間の申立人の保険料も納付されたものと考えるのが自然

である。 

しかしながら、申立期間①のうち、昭和 39年 11月から 40年 12月までの



国民年金保険料は、申立人の夫も未納であり、同期間の保険料を申立人が納

付したことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間②について、申立人の特殊台帳（マイクロフィルム）により、当

該期間前後の国民年金保険料は現年度納付している上、昭和 41 年４月から

47 年３月までの保険料は、当該期間を除き３か月ごとに納付していること

が確認でき、申立人の夫の保険料は納付済みになっていることから、当該期

間の保険料のみ未納とされていることは不自然である。 

４ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和41年１月から同年３月までの期間及び45年６月の国民年金保険料を納

付していたものと認められる。 

 



北海道国民年金 事案 2216 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48年 10月から 49年６月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月から同年６月まで 

② 昭和 48年 10月から 49年６月まで 

申立期間の私の国民年金保険料は、婚姻した頃に私の妻が遡ってまとめて

納付してくれたはずである。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、未納となっていた申立期間の国民年金保険料を、婚姻後に申立人

の妻がまとめて納付してくれたと述べているところ、戸籍謄本により申立人は

昭和 50 年９月＊日に婚姻していること、及び申立人の特殊台帳（マイクロフ

ィルム）により、申立人が国民年金へ再加入した進達が 51年１月 26日に行わ

れていることが確認でき、この時点で申立人は申立期間②の保険料を過年度納

付することが可能である。 

また、申立人の妻は、自身の国民年金加入期間の保険料を全て納付している

ことがオンライン記録により確認できることから、保険料の納付意識は高かっ

たものと認められる上、申立人に保険料の未納期間があることを知り、役所に

相談して未納分の保険料をまとめて納付したと述べているところ、申立期間当

時、Ａ市では、希望者に対して窓口で過年度納付書を交付して、金融機関で納

付するよう説明していたとしていることから、申立人の申立期間②の保険料を

遡って納付したとする申立人の妻の主張に不自然さは無い。 

さらに、ⅰ）特殊台帳により昭和 49年度の申立人の記録は、「納付５」と確

認できるものの、53 年度に作成されたＡ市における申立人の国民年金過年度

納付記録には 49 年度欄に「納付８」と記載があり両者の記録に齟齬
そ ご

があるこ



と、ⅱ）オンライン記録により、昭和 47年７月から 48年３月までの期間の国

民年金保険料の納付記録が、平成 20 年９月に追加処理されていることが確認

できることから、行政の記録管理が適切に行われていなかった状況がうかがえ

る。 

一方、申立期間①ついて、婚姻時点では、当該期間の国民年金保険料は時効

により納付することができず、申立人が当該期間の保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間①の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48年 10月から 49 年６月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



北海道国民年金 事案 2217 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から同年 12月まで 

私は、昭和 56 年度からＡ市役所の窓口で、自分で国民年金の免除申請に

係る手続を行ってきた。 

毎年６月から８月頃、児童扶養手当の手続のため同市役所へ行った際、一

緒に国民年金の免除申請手続も行っていた。 

免除申請を開始した昭和 56 年度以降、申立期間を除くほかの期間は全て

全額免除となっていることから免除の申請手続が遅れたことは考えられず、

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 56 年度以降、毎年６月から８月頃に国民年金保険料の免除

申請手続を行ってきたとしているが、オンライン記録、特殊台帳（マイクロフ

ィルム）及び申立人が所持する国民年金保険料免除申請承認通知書により、申

立人に係る59年度の免除承認期間がいずれも昭和60年１月から同年３月まで

とされていることが確認でき、これらの記録に齟齬
そ ご

は認められない。 

また、申立期間当時、国民年金保険料申請免除の始期は、申請のあった日の

属する月前の直近の基準月とされていたところ、オンライン記録により、申立

人に係る昭和 59年度の免除申請日が昭和 60年３月 26日であることが確認で

き、同日における直近の基準月が同年１月であることから、申立期間が申請免

除期間とされることはなかったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録により、申立人に対し、昭和 60年９月 10日付けで

国民年金保険料の過年度納付書が作成されていること、及び当該納付書の作成

日において保険料の過年度納付が可能な直近２年以内の申立人の国民年金加

入期間について、申立期間以外は申請免除期間とされていることが確認でき、



当該過年度納付書は申立期間をその対象として作成されたものと推認できる

ことから、申立期間が申請免除期間とされていたものとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関

連資料等は無く、ほかに申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



北海道国民年金 事案 2218 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年２月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21年生  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年２月から 57年３月まで 

私は、国民年金に係る通知を受け取り、両親の助言もあり、昭和 55 年２

月頃にＡ市役所又はＢ市役所で国民年金の加入手続を行い、オレンジ色の年

金手帳を受け取った。申立期間について、納付金額及び納付時期は明確では

ないが、納付書により近隣のＣ銀行（当時）や郵便局で国民年金保険料を納

付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「初めて国民年金の加入手続を行った役所や状況について、当時

多忙であったため記憶は曖昧である。」と述べている上、「申立期間において、

Ａ市からＢ市へ、さらに再びＡ市へ転居し、それぞれ住民票の異動手続を行っ

たと思うが、そのときに所持していたオレンジ色の年金手帳を持参し、国民年

金の住所変更手続を行ったかは不明である。また、申立期間直後の昭和 57 年

４月からＤ共済組合に加入したが、国民年金の被保険者資格の喪失手続を行っ

た記憶がない。」と述べており、申立期間に係る国民年金の加入手続及び住所

変更手続等について具体的な状況が明確ではない。  

また、申立人は、「申立期間当時、国民年金保険料を納付したときに、Ｅ市

に在住していた姉が同行してくれたことがある。」と述べているところ、申立

人の姉から、「妹がＡ市内のＣ銀行又は郵便局で国民年金保険料を納付したと

きに、１回又は２回ぐらい同行したことがあり、そのときに妹が国民年金に加

入していると言っていたことを記憶している。」との証言を得られたものの、

オンライン記録、Ｂ市及びＡ市のいずれにおいても、申立人の国民年金の加入

記録は確認できず、申立期間について、申立人に対し、国民年金手帳記号番号



が払い出されたことをうかがわせる形跡も見当たらないことから、国民年金の

未加入期間である申立期間について、国民年金保険料の納付書が発行されるこ

とはなく、申立人が保険料を納付することはできなかったものと考えるのが自

然である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付した事実を確認できる資

料（確定申告書、家計簿等）が無く、ほかに保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4279（事案 3813の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年 10月１日から 39年４月１日まで 

② 昭和 39年７月１日から 47年５月１日まで 

厚生年金保険の加入記録について確認したところ、申立期間については脱

退手当金を支給済みとされていたものの、受け取った記憶がないので、第三

者委員会に申し立てたが、申立てが認められないとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を受け取った記憶はなく、第三者委員会の通知には納

得できないので、再度調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が勤務していたＡ社（現在は、Ｂ

社）の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下「被保険者名簿」と

いう。）には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記され

ているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い上、

申立期間②に係る厚生年金保険の被保険者資格を喪失した日から約３か月後

の昭和 47年８月 17日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえないこと等を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 23 年

５月 27日付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

今回、改めてＢ社に照会したものの、同社から申立人の主張を裏付ける新た

な資料及び回答が得られず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情も見当たらない。 

ところで、年金記録確認第三者委員会は、「年金記録に係る申立てに対する

あっせんに当たっての基本方針」（平成 19年７月 10日総務大臣決定）に基づ

き、公正な判断を示すこととしており、判断の基準は、「申立ての内容が、社

会通念に照らし『明らかに不合理ではなく、一応確からしいこと』」とされて



 

いる。 

脱退手当金の申立事案は、年金の記録には脱退手当金が支給されたことにな

っているが、申立人は脱退手当金を受け取っていないというものである。脱退

手当金が支給される場合は、所定の書面等による手続が必要とされているが、

本事案では保存期間が経過してこれらの書面等は現存していない。それゆえ、

脱退手当金の支給を直接証明づけられる資料が無い下で、年金の記録の真実性

を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾が存在しないか、脱退手当金を受け

取っていないことをうかがわせるような事情が無いかなどいわゆる周辺の事

情から考慮して判断をしなければならない事案である。 

本事案では、年金の記録の真実性を疑わせるような記録内容の不自然な矛盾

は見当たらず、申立てに係る事業所の被保険者名簿には脱退手当金が支給され

たことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間②に係る厚

生年金保険の被保険者資格を喪失してから約３か月後に支給決定がなされて

いることなど、むしろ脱退手当金が支給されていることをうかがわせる周辺事

情が存在する一方、申立人が脱退手当金を受け取っていないことをうかがわせ

る周辺事情が見当たらない。 

したがって、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと

認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4280（事案 3149の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 57年３月 20日から同年４月１日まで 

② 昭和 59年 10月１日から 61年 11月１日まで 

昭和 57年３月 20日から 61年 10月 31日までＡ社に継続して勤務してい

たが、厚生年金保険の加入記録が 57年４月１日から 58年１月１日までとな

っていることから、加入記録が無い期間について、同保険の被保険者であっ

たことを認めてほしいと申し立てたところ、第三者委員会から、一部の期間

については被保険者であったことが認められるものの、申立期間①及び②に

ついては被保険者であったことが認められないとの通知をもらった。 

しかし、当初の申立てに対する第三者委員会の決定には納得できないので、

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社は平成 14年 12月３日に解散

している上、当時の事業主も既に死亡していることから、申立人の勤務状況及

び厚生年金保険の適用状況について確認できないこと、ⅱ）雇用保険の被保険

者記録によると、申立人の同保険の被保険者資格取得日が昭和 57 年４月１日

であることが確認できること、ⅲ）申立人と同時期に厚生年金保険被保険者資

格が確認できる同僚 12 人に照会したところ、回答が得られた５人からは、申

立人が申立期間①において同社に勤務していたことをうかがわせる供述は得

られなかったこと、また、申立期間②に係る申立てについては、期間の特定は

できないものの、申立人が申立期間②において同社に勤務していたことは推認

できるが、ⅰ）同社及び当時の事業主から申立人に係る勤務状況及び厚生年金

保険の適用状況について確認できる資料等が得られないこと、ⅱ）申立人と同



 

時期に厚生年金保険被保険者資格を喪失している同僚 12 人に照会したところ、

回答が得られた５人からは、申立人の申立期間②における厚生年金保険料が給

与から控除されていたことをうかがわせる供述は得られなかったこと、ⅲ）申

立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実

を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も、厚生年金保険料が給与か

ら控除されていたことに関する具体的な記憶がないこと等を理由として、既に

当委員会の決定に基づく平成 22年 12月 24 日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、「当初の申立てに対する第三者委員会

の決定に納得できない。申立期間②においても当該事業所が継続して事業を行

っていたことに関する複数の資料を提出するので、再度調査してほしい。」と

主張しているが、申立人から提出されたこれらの資料では、申立人の申立期間

①及び②における厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認でき

ないことから、申立人の主張は、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情とは認められない。 

また、今回、新たに当該事業所の当時の取締役から回答が得られたものの、

申立人の両申立期間における厚生年金保険料が給与から控除されていたこと

をうかがわせる供述を得ることはできず、そのほかに当委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険

者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4281（事案 2283及び 3297の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年８月から 37年２月１日まで 

昭和 36年８月から 37年７月末日までＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店Ｄ作業

所に勤務したが、厚生年金保険の加入記録が同年２月１日から同年５月１日

までとなっていることから、加入記録が無い期間について、同保険の被保険

者であったことを認めてほしいと、これまで２回申立てしたところ、第三者

委員会から、一部の期間については被保険者であったことが認められるもの

の、申立期間については被保険者であったことが認められないとの通知をも

らった。 

今回、Ｂ社から在籍証明書が交付されたので、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立期間当時のＡ社Ｃ支店Ｄ作業所

の給与計算事務担当者は、同作業所には試用期間があり、試用期間中は厚生年

金保険に加入させていなかったと供述していること、ⅱ）申立期間当時、同作

業所に勤務していたことが確認できる同僚二人は、いずれも入社と同時に厚生

年金保険の被保険者資格を取得しておらず、同作業所では、入社後一定期間が

経過した後に厚生年金保険に加入させていたと推認できること、ⅲ）申立人は、

申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書等の資料を所持していないこと等を理由として、既

に当委員会の決定に基づく平成 22 年７月２日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知が行われている。 

また、再申立てにおいて、申立人は、新たな資料を提出することなく、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと主張し



 

ているものの、これは当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認め

られず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たら

ないこと等を理由として、この再申立てについても、既に当委員会の決定に基

づく平成 23 年２月４日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、新たな資料として、Ｂ社Ｅ本部Ｆセン

ターから交付された在籍証明書を提出しているものの、同センターは、「申立

人から在籍証明書を交付するよう繰り返し要請があり、また、申立人から当社

に申立人自身の年金記録及び申立人が所持する複数の資料が送付されてきた

ため、これらの資料を基に在籍証明書を作成した。しかし、申立人に交付した

文書に記載してあるとおり、当社には申立人に関する資料が無く、申立人の勤

務事実が確認できない。また、この在籍証明書は、申立人の申立期間における

厚生年金保険料を給与から控除していたことを証明したものではない。」と回

答していることから、この在籍証明書は、当委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められない。 

また、申立人は、当時の同僚二人の名前を挙げているが、その姓のみしか記

憶していないことから個人を特定することができない上、今回新たに、申立期

間当時、Ａ社Ｃ支店Ｄ作業所に勤務していた同僚４人から回答が得られたもの

の、申立人の申立期間における厚生年金保険料が給与から控除されていたこと

をうかがわせる供述は得られなかった。 

そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4282（事案 4198の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42年２月 25日から同年６月１日まで 

② 昭和 43年５月 23日から 44年６月１日まで 

昭和 40年４月９日から 45年５月 12日まで、Ａ社（現在は、Ｂ社）にお

いてＣ職として継続して勤務していたが、申立期間①及び②の年金記録が欠

落している。 

当時、職務上のけがにより、入院及びリハビリをしていた期間はあったが、

会社を退職した覚えはないので、申立期間①及び②について年金記録を訂正

してほしいと申し立てたが、第三者委員会から認められないとの通知をもら

った。 

今回、職務上のけがによる手術創痕等の写真及び医療機関による証明書を

提出するので、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る申立てについては、ⅰ）当時の事業主及び経理事務

担当者は既に死亡していることから、申立人の申立期間①及び②における勤務

実態及び厚生年金保険の適用状況について確認できないこと、ⅱ）Ｂ社では、

「当初、申立人を正社員として雇用していたが、長期間欠勤することが多かっ

たため離職の扱いとした。その後、再度勤務したいと来社したため再雇用した

ことがある。」と回答している上、複数の同僚も同社と同様の回答をしている

こと、ⅲ）申立人は、申立期間②について、労災事故により休職していた期間

である旨を主張しているが、申立期間②における厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、申立

人も同保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がないこ

と等を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 23年 10月 27日付けで



 

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、申立期間②当時の職務上のけがによる

ものであるとする手術創痕等の写真及び医療機関による証明書を提出し、「再

度調査してほしい。」と主張しているが、これらの資料からは、両申立期間に

おける厚生年金保険料が給与から控除されていたことを確認できないことか

ら、申立人の主張は、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認め

られないこと、及び今回、新たに当時の同僚一人から回答が得られたものの、

申立人の両申立期間における厚生年金保険料が給与から控除されていたこと

をうかがわせる供述を得ることはできず、そのほかに当委員会の当初の決定を

変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険

者として、両申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

 



 

北海道厚生年金 事案 4283（事案 306、1500、3134、3765及び 4125の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年４月から 45年８月まで 

② 昭和 45年 10月から 48年５月まで 

申立期間①はＡ社に、申立期間②はＢ社にそれぞれ勤務していたが、両申

立期間における厚生年金保険の加入記録が無い。 

両申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

いと、これまで５回申し立てたが認められなかった。 

今回、私が両申立期間において厚生年金保険に加入していたことを証言し

てくれる者が新たに一人見つかったので、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①に係る申立てについては、ⅰ）オンライン記録によると、Ａ社は

昭和 50 年５月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当しており、申立期間①

は適用事業所でないことが確認できること、ⅱ）同社に照会したものの、申立

人に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況を確認できる関連資料や供述

が得られないこと、ⅲ）元事業主の子及び同僚のほか、申立人の兄弟や申立人

の友人に照会したものの、申立人が申立期間①において厚生年金保険料を給与

から控除されていたことを裏付ける関連資料や具体的な供述が得られないこ

と、また、申立期間②に係る申立てについては、ⅰ）Ｂ社に照会したものの、

申立人に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況を確認できる関連資料や

供述が得られないこと、ⅱ）元事業主の妻及び子、申立人が勤務していたＣ事

業所の所長のほか、申立人の兄弟や申立人の友人に照会したものの、申立人が

申立期間②において厚生年金保険料を給与から控除されていたことを裏付け

る関連資料や具体的な供述が得られないこと、ⅲ）オンライン記録により、申

立期間②について、同社における厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複



 

数の同僚に照会したものの、いずれも「申立人の名前に記憶がなく、厚生年金

保険の加入状況についても分からない。」と供述していること等を理由として、

平成 20 年 11 月 20 日付け、21 年 11 月 20 日付け、22 年 12 月 17 日付け、23

年５月 13 日付け及び同年９月９日付けで、既に当委員会の決定に基づく年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、両申立期間当時の事情を知っていると

する知人の名前を新たに挙げているところ、同人は、「私は、高等学校を卒業

後、Ｄ県外で勤務していた。その後、昭和 49 年末頃にＤ県に戻っているが、

申立人と知り合ったのは、その後のことである。両申立期間当時はＤ県内にお

らず、申立人の申立てに関する事情について何も知らない。」と供述している

ことから、申立人の主張は、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情と

は認められず、そのほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見

当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 


